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研究成果の概要（和文）：　本研究は、小売業におけるマルチチャネル（以下、近年の研究を踏まえ、オムニチ
ャネルと表記）を理論的・実証的に解明することを目的とする。
　理論的には、日本型オムニチャネルという日本の小売環境に特定的なオムニチャネル様式を考察し、それが多
業態オムニチャネル、および店舗ネットワークの２つから特徴づけることができることを明らかにした。また、
日本における小売企業を対象としたアンケート調査により、チャネル統合の次元、ならびにチャネル組織間の調
整とチャネル・ミックスの関係、データ統合ならびにオムニチャネルの仕組みとオムニチャネル戦略の実践度、
オムニチャネル戦略と経営成果との関係を実証的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　The goal of this research is to theoretically and empirically clarify ‘
multichannel’ in retailing (hereinafter we call omnichannel as ‘omnichannel’ based on the recent 
research trend). 
　From the theoretical point of view, the author considered the Japanese type of omnichannel, which 
is the specific mode developed in the Japanese retail environment, and clarified that Japanese 
omnichannel can be characterized as omnichannel with multi-formats and store network. Also, from the
 questionnaire survey of Japanese retail companies, the author examined (1) dimensions of 
omnichannel integration, (2) coordination among omnichannel organizations, (3) data integration and 
implementation of omnichannel strategy, and (4) omnichannel strategy and performance.

研究分野：マーケティング
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は、これまで暗黙的に前提となってきた米国型オムニチャネルに対して、わが国の小売業
の発展プロセスを踏まえた日本型オムニチャネルの存在を提起し、その独自性を理論的・実証的に明らかにしよ
うとした点にある。理論的には、日本型オムニチャネルが多業態オムニチャネルと店舗ネットワークの2つから
特徴づけられることを指摘し、実証的には、日本の小売業を対象としたアンケート調査から日本型オムニチャネ
ルの構造、戦略、成果の関係に注目し、その全体像に迫ったことにある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年、ICT の発展によるコンタクト・ポイントの増加やビッグデータ処理技術の進展にとも

ない、小売企業が店舗、インターネット、コールセンター、携帯電話といった販売・コミュニ

ケーション・チャネルを多様化し、顧客の囲い込みと顧客価値の増大を図ろうとする動きが活

発化している。マルチチャネル（以下、その後の研究動向を反映してオムニチャネルと表記）

とは一般に、こうした販売・コミュニケーション・チャネルの多様化とその統合的管理を指す。

このような小売業の戦略を理論的に解明するために、オムニチャネル研究は 2000年代に入って

以降、欧米を中心に、実店舗と EC（電子商取引）の 2 つの販売チャネルの調整・統合問題に

焦点を当てたクリック＆モルタルに関わる研究から、コミュニケーション・チャネルをも含む

より広範な研究へとその視野を広げてきた。そこでの関心は、1 企業 1 業態を前提として、既

存の販売チャネルに新たな販売・コミュニケーション・チャネルを付加することから生じる種々

の調整・統合問題を理論的に検討することにある。 

 一方、わが国では、小売業の歴史的発展過程において、小売企業のオムニチャネル化はたんに

販売・コミュニケーション・チャネルの多様化にとどまらず、百貨店、総合スーパー、食品スー

パー、コンビニエンスストア、インターネット販売といった複数の業態を1つの企業または企業

グループのもとで運営する多業態化として推進されてきた。こうした現実を背景に、わが国の研

究は小売企業による業態多様化の戦略的行動とそのメカニズムを明らかにすることに焦点を当

ててきた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は上記の学術的背景を踏まえて、欧米のオムニチャネル研究とわが国の業態多

様化研究それぞれの分析視角を統合し、小売業における日本型オムニチャネル化のメカ

ニズムとそれが企業成長に及ぼす影響を理論的かつ実証的に明らかにすることを目

的とする。 

  具体的には、次の4点がリサーチ・クエスチョンとして挙げられる。 

(1) 小売企業のオムニチャネル化はどのように、どの程度進行しているのか。 

(2) どのような条件の下でオムニチャネル化は促進されるのか。 

(3) チャネル間の統合（仕入れ先、顧客データ、販売データ、物流・在庫データ、組織間調

整）はどのように、どの程度行われているのか。 

(4) オムニチャネル化は小売企業にどのような経営成果をもたらしているのか。 
 
３．研究の方法 
これらのリサーチ・クエスチョンに応えるため、本研究ではまず、オムニチャネルに

関する学術文献と実務資料の分析を通じてその理論面・実践面の正確な理解に努めた。

さらにオムニチャネル化を進める小売企業（パルコ、ベイクルーズ・グループ、カメラの

キタムラ等）にインタビュー調査を行うことで事例研究を重ね、文献・資料の検討と合わ

せて、アンケート調査による実証分析のためのモデルと作業仮説を構築した。実証分析では、 

オムニチャネル化の実態とそのメカニズム、ならびにオムニチャネル化がもたらす経営

成果を厳密な統計解析によって解明することを試みた。 

 
４．研究成果 

 本研究における研究成果は、理論的成果と実証的成果の 2つに分けられる。 

(1) 理論的成果 

 本研究は、日本型オムニチャネルの特質と解明すべき理論的課題を包括的に提示することに



焦点を当てた。「オムニチャネルの態様は各国の競争環境のもとでの企業の成長プロセスに規定

される」との問題意識のもと、オムニチャネルにいたる発展プロセスを敷衍することにより、

米国型オムニチャネルが単一業態オムニチャネルを基本としているのに対し、日本型オムニチ

ャネルは複数の業態から構成される多業態オムニチャネル、およびロジスティクス・ハブとし

ての店舗ネットワークの 2つから特徴づけることができることを指摘した。そして日本型オム

ニチャネルを理論的に研究する際の課題として、多業態オムニチャネル、オムニチャネル・オ

ペレーション、チャネル・コンフリクトとカニバリゼーション、オムニチャネル小売企業の出

自、オムニチャネル行動のプロセス、オムニチャネル・ショッパーの特性、定性的・定量的ア

プローチ、および国際比較の 8つを取り上げた。こうしたオムニチャネルにいたるチャネル展

開の分析と日本型オムニチャネルの特性についての検討から、本研究の独創的な分析視角を得

ることができた。なお、この研究成果は、「日本型オムニチャネルの特質と理論的課題」と題

して、日本商業学会誌『流通研究』第 21巻第 1号（2018年）に掲載されている。 

 また、研究代表者をリーダーとする日本マーケティング学会リサーチプロジェクト「オムニ

チャネル研究会」による編著『オムニチャネル時代の顧客戦略』（千倉書房、2019年出版予定）

を取りまとめ、以下の 3つの箇所を執筆した。第 1章において、オムニチャネルの統一的な定

義を示し、マーケティング・イノベーションとしてのオムニチャネルという視点から考察を行

った。また、オムニチャネルを顧客に焦点を当てた顧客戦略として実践する必要性を提起し、

最後に、日本型オムニチャネルの特質を明らかにした。第 2章では、電子商取引、クリック＆

モルタル、マルチチャネル、クロスチャネル、オムニチャネルへといたる取引・コミュニケー

ション・チャネルの多様化と統合に関してレビューを行い、第 3章では、IMC（統合マーケテ

ィング･コミュニケーション）とオムニチャネルの関係について論じた。本書は、日本で最初の

本格的なオムニチャネル書籍であり、理論的に実践的にも多くの示唆に富む内容である。 

 

(2) 実証的成果 

 ① チャネル統合とチャネル・ミックスに関する実証研究 

 日本の小売企業420社を対象とした郵送アンケート調査データを分析し、オムニチャネルの統

合問題を実証的に検討した。実証分析の結果、 チャネル統合はデータ統合と組織間調整の2つ

の次元からなり、このうち組織間調整がチャネル・ミックスに影響を与えていることが明らかに

なった。 

 この結果が示すのは、 チャネル組織間で配置転換を行うことにより、 それぞれのチャネル戦

略に必要な能力の相互移転を図りつつ、 各チャネルを独立した組織のもとに運営し、 それがチ

ャネルごとのマーケティング・ミックスの使い分けを促している、 という点である。一方、 デ

ータ統合とチャネル・ミックスに明確な関係が予想に反して統計的に有意ではなかったのは、デ

ータがチャネル間で共有・管理される仕組みそれ自体が必ずしも全社的なチャネル・ミックスに

繋がっていないこと示唆している。すなわち、 チャネル間でデータが統合されるとしても、 そ

のデータはチャネル・ミックスに有用な戦略的情報にまで高められておらず、 そのためにデー

タ統合とチャネル・ミックスとの間に乖離が生じていると判断される。 

 この研究成果は、近藤公彦、「小売業におけるマルチチャネル化とチャネル統合」として『国

民経済雑誌』第 212巻第 1号（2016年）に掲載された。 

② チャネル統合と経営成果に関する実証研究 

 日本の大規模小売企業 60 社を対象とするウェブ・アンケート調査データに基づいて、チャ

ネル統合が経営成果に及ぼす影響を実証的に検討した。分析の結果、(i)データ（顧客データ、



販売データ、物流・在庫データ）の統合度が高いほど、オムニチャネル戦略の実践度は高くな

ること、(ii)オムニチャネルの仕組みが整備されているほど、オムニチャネル戦略の実践度は高

くなること、そして(iii)オムニチャネル戦略の実践度が高いほど、経営成果は高くなる、こと

が明らかにされた。 

 この研究成果は、近藤公彦、「オムニチャネル戦略と経営成果」と題して、日本商業学会全

国研究大会第 67回全国研究大会（兵庫県立大学、2017年）において発表された。 

 本研究は、日本型オムニチャネルという独自の視点からオムニチャネルの理論的考察を行う

ことによって、オムニチャネルの新たな研究領域を開拓するとともに、オムニチャネルの国際

比較に繋がるものである。さらに、小売業におけるデジタル・トランスフォーメーションとい

うビジネスのデジタル化に伴う戦略、組織の大変革をオムニチャネルの観点から考察する新た

な必要性を喚起する。 
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